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要約　本研究の目的は，ペアレント・トレーニング実施のためのスタッフ・トレーニングプログラムを作成し，そ

の有効性について検討することであった。本研究では，スタッフ・トレーニングへ参加することで獲得された

知識や技能が，参加者の今後の活動に活かされることを期待し，教員養成系の大学に通い，将来教員として児

童生徒と関わることを希望している学生を参加者として募集した。その結果，介入群として４名，対照群とし

て２名の大学生が本研究における参加者となった。スタッフ・トレーニングは，応用行動分析および認知行動

療法に関する知識および技能の習得を主な内容とし，実際にペアレント・トレーニングでスタッフとして活動

する内容を含めた全５セッションで構成された。教師用応用行動分析チェックリストを用いた効果検証の結

果，本スタッフ・トレーニングは知識の獲得に大きな効果をもつことが示唆された。本研究は，これまで体系

的に実施されてこなかったペアレント・トレーニングにおけるスタッフ・トレーニングの手続きを整理し，そ

の効果について実証的に検討したという点で意義がある。
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問　 題

近年，子どもの問題行動や非機能的行動を改善し，

適応行動を獲得および促進することを目的としたペア

レント・トレーニングが，国内外において盛んに実施

されている(Barlow,  Smailagic, Ferriter, Bennett, &

Jones, 2010など）。その内容や対象は多岐に渡ってお

り，０歳から３歳の子どもをもつ保護者を対象として

感情調整や行動調整の方略を保護者に習得させるもの

(Barlow,  et a1｡2010 ）や，発達障害をもつ児童生徒

の保護者を対象として，学校との連携の方略を習得さ

せるもの（三田村・松見, 2009),  ADHD  (Carolyn,

Webster-Strattona, Jamila, &  Ted,  2011) や自閉症ス

ペクトラム障害(Matson,  Mahan,  &  Matson,  2009)

といった特定の障害をもつ子どもの保護者を対象とし

たもの，あるいは問題解決訓練を用いて，多様化する

問題行動に対して包括的にアプローチする方略を習得

させることを目的としたもの（小関・小関, 2011) な

どが実施され，一定の効果をあげている。

このようなペアレント・トレーニングの構成要素

は，主に応用行動分析を基礎としており，三項随伴性

に基づく行動の機能分析を中心として，子どもの特徴

や状態像に合わせた強化刺激の活用方法や分化強化の

手続きを習得させることが共通の要素としてあげられ

る。そのため，ペアレント ・トレーニングの特に初

期の内容としては，応用行動分析の考え方や知識の

習 得 に重 きが置 か れる場 合が 少な くな く，ペ アレ ン

ト・トレーニ ングの効果 を検討 するための指標として

も，応用行動 分析の知 識を問うKBPAC  (Knowledge

of Behavioral Principles as Applied to Children ：Ｏ’

Dell, Tarler-Benlolo,  Flynn,  1979 ； 梅 津, 1982) が 用

い られるこ とが多 い。す なわち，応 用行動分析に基づ

く考え方や知識の習得が，ペ アレ ント・トレーニング

の対 象となる保護者に対して求 められてい ると考えら

れる。

しかしながら，ペ アレ ント・トレーニングの有効性

が報 告され，ペアレ ント ・トレ ーニングに対 するニー

ズが高まっているに も関わらず，特 に日本におい てペ

アレント・トレ ーニ ングの実施 を困難としてい る要囚

の１つ と して， ペ アレ ント ・トレ ーニ ング を担 うス

タッフの養成が十分に行 われてい ない ことがあ げられ

る。 日本において実施 されてい るペアレント・トレー

ニングでは，応用行動分析 や認知 行動療法，あるい は

臨床 心理学を専門 とする大学教員 を中心とした研 究室

単位で行 われてお り，大学教員 がフ アシリデーター，

大 学生 や大学院生が スタッフとして，グループワーク

の進 行役 や相談 役 を担 う場合 が少 な くない。 その た

め， スタッフ としての役割が期待 される大学生や大学

院生 は，事前に応用行動分析 や認知行動療法 の講義 を

受け ，ペアレント ・トレ ーニングにおい て課題 となる

知 識や技 能をあらかじめ習得 してお くこ とが求 められ
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る。しかし実際には，通常の講義や演習を代替する場

合も少なくなく，また，スタッフ養成のための具体的

な方略が確立されていないというのも現状である。

発達障害児の問題行動のアセスメントに関する面

接者に対するトレ ーニングについて，原口・井上

（2010）は，大学院生３名を対象として，機能的アセ

スメントや傾聴的態度に関するカウンセリングスキル

についての講義や面接場面のロ ールプレ イとビデ オ

フィードバックを用いた面接者トレーニングプログラ

ムを開発し，面接スキルの獲得効果を実証的に検討し

ている。このような実践的検討は，個別面接の面接者

を養成する場合に限らず，ペアレント・トレーニング

を実施するスタッフ・トレーニングにおいても求めら

れる観点である。また，近年，ペアレント・トレー

ニングの構成要素を参考に 学校の教員を対象とし

たティーチ ャーズ・トレーニングが実施されつつあ

り(Dunnington,  &  DaRosa,  1998 ； 加藤・小関・佐々

木, 2008 など），教員の中にも，応用行動分析や認知

行動療法に基づく観点から児童生徒の行動を理解する

試みが行われつつある。これらの実践的な研究が進行

する中で，プログラムを運営するスタッフを対象とし

たスタッフ・トレーニングプログラムの作成，および

その効果の検討も必要とされている。

そこで本研究では，ペアレント・トレ ーニング実

施のためのスタッフ・トレーニ ングプログラムを作

成レ その有効性について検討することを目的とす

る。その際，本研究におけるスタッフ・トレーニング

が単にペアレント・トレーニング実施のためにのみ行

われるものではなく，スタッフ・トレーニングに参加

し，技能や知識を習得することが，参加者自身の今後

の活動に活かされることを期待することから，スタッ

フ・トレーニングの参加者として，教員養成系の大学

に通い，将来教員として児童生徒と関わることを希望

している学生の中から募ることとする。

方　 法

１．参加者の募集

国立大学に通い，将来教員として児童生徒と関わる

ことを希望している学生で，今回の研究の趣旨を理解

し，さらにスタッフ・トレーニング実施後のペアレン

ト・トレーニングにも参加可能な学生として，大学内

の講義および掲示物を通して参加を呼び掛けた。その

結果，スタッフ・トレーニングの参加者として６名の

学生が参加を希望し，そのうち４名が，あらかじめ定

められたペアレント・トレーニングに参加可能であっ

たため，４名を介入群として設定した。また，ペアレ

ント・トレーニングに参加できない２名を，対照群と

して設定した。なお，募集の際に，本研究の意図や目

的，生じうる利益と損益について説明レ 同意を得

た。本研究における参加者の内訳をTable 1 に示す。

２．スタッフ・トレーニングプログラムの内容

スタッフ・トレーニングの内容は, Kaminski,  Valle,

Filene, &  Boyle  (2008) およびNiｘｏｎ（2002）のペア

レント・トレーニングの有効性に関するレビューを参

考に 「発達障害に関する知識の獲得」，「行動分析に

関する知識の獲得」，「目標設定の理解」，「強化随伴性

の理解」という要素を抽出した。あわせて，今回のス

タッフ・トレーニングの成果を実践的に発揮する場と

して，１回のセッションによって構成されるペアレン

ト・トレーニングを設定し，そこで扱われる内容であ

る「問題解決訓練に関する内容」と「認知的再体制化

に関する内容」を付け加えた。　１セッションは90分で
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あり，全５回のセッションと，２回のフォローアップ

によって構成された。また参加者には，セッション実

施前，セッション１，セッション５，フォローアップ

１，フォローアップ２の全５回，質問紙への回答を求

めた。質問紙および各セッションの実施時期と，ス

タッフ・トレーニングプログラムの内容をTable 2 に

示す。

３．効果指標

参加者の応用行動分析および認知行動療法に関す

る知識の獲得の程度を測定するために，教師用応用

行動分析チェックリスト(Applied Behavior Analysis

Checklist for Teachers: ABACT ； 小関・森・加藤・

佐々木2010) を用いた。 ＡＢＡＣＴは，全25項目から

成る問題形式のチェックリストで，学校における子ど

もの問題行動場面を想起させるような質問項目に対し

て，応用行動分析に基づく解決策を，４つの選択肢か

ら選ぶ形で回答するものである。ノ」ヽ関ら（2010 ）に

よってその有効性が示されており，本研究におけるス

タッフ・トレーニングの指標としても活用可能である

と判断した。

また，セッション５およびフォローアップ２におい

て，参加者に対する半構造化面接を実施し スタッフ･

トレーニングを通して得られた成果と，その成果が日

常のどのような活動に活かされているか，あるいはス

タッフ・トレーニングで身に付けておきたかった知識

や技能の有無ついて，インタビュー調査を実施した。

Table ２　 本研究におけるスタッフ・トレーニングプログラムの内容
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結　 果

１．スタッフ・トレーニングに対する出席率

介入群の４名は，全５回のセッションとペアレン

ト・トレーニング，セッション５の３ヶ月後に実施し

たフォローアップ１のすべてに出席した。セッション

５の10ヶ月後に実施したフォローアップ２に出席でき

たのは，参加者Ａと参加者Ｂの２名であった。

対照群の２名は，実施前，セッション１，セッショ

ン５，フォローアップ１の４回に渡って，ＡＢＡＣＴへ

の回答を行った。

２．効果の測定

（１）ＡＢＡＣＴを用いた効果の検討(Table 3 ）

ＡＢＡＣＴを用いた参加者の知識の獲得について比較

することで，本研究におけるスタッフ・トレーニング

の効果について検討を行った。本研究における分析対

象者は，介入群４名，対照群２名の計６名であること

から，各評価測度における得点の分散が大きくなるこ

とが予測され，分散分析を用いた効果の評定は不適切

であると考えられる。そこで本研究における効果の

評定はCohen's どの効果量（Cohen，1988）を用い

て検討を行った。 Cohen's dは，d値が.30未満の場

合には小さな効果が得られたことを示，.30から.79

程度の場合には中程度の効果，.80以上の場合には大

きな効果が得られたことを示すことが，複数の研究に

基づいて支持されている(Cohen,  1988; Daniel, 1998;

McLean,  &  Ernest  1998)。これらの基準を採用し，

本研究においてもCohen's dの効果量を用いてスタッ

フ・トレーニングの効果について検討を行うこととす

る。

まず，介入群におけるスタッフ・トレーニングの効

果について検討するために，実施前におけるABACT

の得点を基準とし，セッション１，セッション５，

フォローアップド　フォローアップ２の時点における

ＡＢＡＣＴの得点についてCohen's d の効果量を算出

した。その結果，介入群のセッション１時点における

効果量はd  = 0.28,セッション５時点における効果量

ほど= 1.10,フォローアップ１時点における効果量は

d = 1.71,フォローアップ２時点における効果量はd

= 0.53であった。

一方，対象群におけるスタッフ・トレーニング期間

のＡＢＡＣＴ得点の変化について検討するために 介

入群と同様の比較を行った。その結果，対象群のセッ

ション１時点における効果量はd  =0.63, セッション

５時点における効果量はd  = -0.63,フォローアップ１

時点における効果量はd＝-1.00であった。

次に，介入群と対象群のＡＢＡＣＴ得点の変化を比

較するため，各測定時期における介入群と対照群の得

点についてCohen's どの効果量を算出した。その結

果，実施前における効果量はd  = 0.09,セッション１

における効果量はd  = 1.17,セッション５における効

果量はd  = 2.09,フォローアップ１における効果量は

= 5.18であった。

Table ３　 参加者ごとのＡＢＡＣＴ得点およびCohen's ｄの効果量
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（２）半構造化面接を用いた効果の検討

セッション５において，介入群の参加者４名を対象

に スタッフ・トレーニングを通して得られたと感じ

ている成果について，参加者ごとに，半構造化面接に

よるインタビュー調査を行った。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果と

して，「発達障害に関する知識を獲得することがで き

た」，「発達障害と発達障害の診断のついていない子ど

もの違いに注目するのではなく，行動に注目すること

が大事であることがわかった」，「行動を理解するとき

には『きっかけ』，『行動』，『結果』に分けて観察して

理解することが重要であることがわかった」，「問題解

決訓練や認知的再体制化の手続きを知った」などが介

入群のすべての参加者に共通して得られた観点であっ

た。また，「同じ診断を受けていても，子どもによっ

て抱えている問題や対処方法が異なることに気づいた

（参加者Ａ）」，「現時点の問題だけではなく，長期的

な観点で目標設定することが必要であると気づいた

「参加者Ｃ」などの観点も得ることができた。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果が日

常のどのような活動に活かされているかという点に

関しては，「ボランティアで肢体不自由の子どもに関

わっているが，声掛けの仕方を工夫するようになっ

た（参加者Ｃ）」という話が出てきたが，その他の参

加者は，現時点では活用の場は少ない，とのことだっ

た。

スタッフ・トレーニングで身に付けてお きたかった

知識や技能があるかどうかについては，「保護者を通

して子どもの様子をうかがうことはできたが，実際に

子どもに関わっていないため，イメージと実態が食い

違うことがあり，実際に子どもにも関わりたいと思っ

た（参加者Ｂ，Ｄ）」という意見が得られた。

同様の内容についての半構造化面接を，フォロ ー

アップ２において，参加者Ａおよび参加者Ｂに対して

実施した。参加者Ａは，Ｘ＋1 年４月から小学校教員

として１年生の担任をしていた。また，参加者Ｂは，

近隣の小学校にボランティアとしてＸ＋１年４月から

週１回活動し，またＸ＋1 年９月末から４週間，小学

校へ教育実習生として活動していた。これらの経験を

踏まえ，半構造化面接への参加を求めた。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果とし

て，「行動の前後に注目して，対応方法を考えるとい

う観点は今も覚えており，実践している」，「発達障害

に関する知識については今も覚えている」という内容

は，２人の参加者の両方から得られた。一方，「問題

解決訓練や認知的再体制化の内容は，話題に出ると思

いだすが，詳細な手続きなどは忘れてしまった（参加

者Ｂ）」という意見もあった。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果が日常

のどのような活動に活かされているかという点に関し

ては，「担任教師として，保護者と話す機会が多いた

め，スタッフ・トレーニングで学んだ観点や，ペアレ

ント・トレーニングで実際に保護者の方と話をした

経験が役立っている（参加者Ａ）」，「１年生の担任を

しているので，特に望ましい行動に対しては言語的賞

賛を用いるよう心がけ，望ましくない行動が起きたあ

とでも，積極的にほめるような対応をしている（参加

者Ａ）」，「ボランティアで子どもと関わるときに 良

い行動を増やそうとして，子どもの行動を具体的にほ

めることを意識して活動している。授業中，いつもお

しゃべりをしてしまう１年生の児童がいたが，姿勢が

良いことをほめて強化したら，良い姿勢が維持し，お

しゃべりも減った。問題行動の消去と適応行動の獲得

が成立した（参加者Ｂ）」という意見が得られた。

スタッフ・トレーニングで身に付けておきたかった

知識や技能があるかどうかについては，「子どもと実

際に関わるうえで，何かしらのアプローチを行う上で

は，一定以上の効果が得られるように，アセスメント

の面も重視しながら介入方法を決める必要があると感

じている（参加者Ａ）」，「障害特性自体は知識として

得ていたが，特別支援が必要な子どもの個々の特性を

理解した支援につなげることが難しい（参加者Ｂ）」

との意見が得られた。

考　 察

本研究の目的は，ペアレント・トレーニング実施の

ためのスタッフ・トレーニングプログラムを作成し，

その有効性について検討することであった。本研究の

結果から，本研究で実施したスタッフ・トレーニング

が，応用行動分析に関する知識の獲得に有効であるこ

とが示唆された。また，半構造化面接の結果から，本

スタッフ・トレーニングで獲得した知識は，スタッ

フ・トレーニング終了後も，主として子どもと関わる

機会において活用可能であることが示唆された。

ＡＢＡＣＴによって測定された参加者の知識の獲得に

ついてのCohen's d を用いた検討の結果から，実施前

に比べて，セッション５終了時，およびセッション５

から ３ヶ月後のフォロ ーアップ１のＡＢＡＣＴ得点が

高くなっており, Cohen's d の基準によると，大きい

効果が得られたと考えることができる。また，セッ

ション５から10 ヶ月後のフ ォローアップ２において

も，実施前に比べてＡＢＡＣＴ 得点が高く，中程度の

効果サイズが得られている。以上のことから，全５回

のセッションとペアレント・トレーニングへのスタッ

フとしての参加の経験が，応用行動分析に関する知識

の獲得に有効であると考えることができる。このこと

は，対照群との比較した結果からも同様の効果を推察

することが可能であり，介入群と対象群を比較した際

のセッション５およびフォローアップ１の効果サイズ

はいずれも高い値となっている。
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また，半構造化面接を実施した結果から，介入群の

すべての参加者が，スタッフ・トレーニングの効果と

して応用行動分析や認知行動療法に関する知識の獲得

の効果が得られたと内省していることが明らかになっ

た。また，スタッフ・トレーニングの効果がフォロー

アップ１まで維持していたことが，ＡＢＡＣＴの結果お

よび半構造化面接の結果から推察された。

しかしながら，ＡＢＡＣＴおよび半構造化面接を用い

た結果の評価だけでは，本スタッフ・トレーニングプ

ログラムが有効性の高い内容であるとは言い難い。ま

ず，フォローアップ１までの分析対象者は介入群の４

名，フォローアップ２の時点での分析対象者は介入群

のうち２名と，少ない人数を対象としていることか

ら，統計的に十分に妥当性の高い成果が得られている

とはいえない。また，介入群が４名と比較的少人数で

あったために 一定の効果をあげることが可能になっ

たものの，対象となる人数規模が大きくなることに

よって，トレーニングの効果が減弱する可能性も考え

られる。本研究におけるスタッフ・トレーニングが応

用行動分析および認知行動療法の知識を習得するため

のプログラムとして一定の効果をもつことを実証する

ためには，対象を拡大することに加え，セッションご

との効果測定を行うことによって，プログラム内容を

精緻化する手続きが必要になると考えられる。

また，本研究で実証的に検討されたスタッフ・ト

レ ーニングの効果としては，ＡＢＡＣＴを用いて測定

された知識の獲得が主側面であり，実際にペアレン

ト・トレーニングで求められる保護者に対する声掛け

などの行動面の指標は測定されていない。原口・井上

（2010）で行われた面接者トレーニングにおいても，

カウンセリングスキル自体の操作的定義が十分に行わ

れていないことが課題として挙げられている。心理面

接における必要な行動的要素として，言語的な要素と

非言語的な要素（菅野, 1982) など，概念としての重

要性は十分指摘されてきたが，実際の面接場面におい

て，何をもって適切な心理面接が行えたか，という観

点も含めて，スタッフ・トレーニングの効果を検討す

る必要があると考えられる。たとえば，十分に心理面

接の経験をもつ第三者が，ペアレント・トレーニング

におけるスタッフの保護者に対する関わり方を評価す

ることや，ペアレント・トレーニングの参加者である

保護者に対して，スタッフの満足度などの観点から評

価を求めるなどの手続きをとることで，知識だけでは

なく，行動的にも十分な能力をもつスタッフを養成す

るためのプログラムを実施していくことが重要である

と考えられる。

さらに，スタッフ・トレーニングの講義の中では，

一般的な障害特性についての説明などは行われていた

ものの，個々の子どもの行動特徴を理解するためには

行動観察の手続きが不可欠であり，知識として得た三

項随伴性の観点と，実際の面接場面や教育場面におけ

る行動観察に基づく子どもの理解の観点が十分にむす

びついていない参加者もいた。このような問題に対し

ては，事前に小学校や中学校にボランティアとして参

加させていただき，行動観察の観点を実践的に養う手

続きや，ホームワークなどを用いて，日常生活におけ

る友人や家族の行動を機能分析する練習などの手続き

を用いることで，習得した知識と行動を結び付けるこ

とが必要であると考えられる。

本研究は，これまで体系的に実施されてこなかった

ベアレント・トレーニングにおけるスタッフ・トレー

ニングの手続きを整理し，その効果について実証的に

検討したという点で意義がある。本研究のような，実

践的な取り組みの成果を蓄積することによって，ペア

レント・トレーニングの実施に不可欠なスタッフを機

能的に養成することが可能となり，ペアレント・ト

レーニングを広く提供することや，その効果を高める

手続きとなることが期待される。さらに，教員を志す

学生を対象とすることで，本スタッフ・トレーニング

を通して得られた効果が，さまざまな場面において，

長期に渡って活用されることが期待される。
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